
【様式第1号】

自治体名：上田地域広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 5,079,585,967   固定負債 2,578,327,430

    有形固定資産 4,520,658,006     地方債 798,620,431

      事業用資産 3,570,243,223     長期未払金 -

        土地 625,929,261     退職手当引当金 1,752,895,423

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 10,375,680,929     その他 26,811,576

        建物減価償却累計額 -8,319,133,360   流動負債 347,729,026

        工作物 5,910,481,101     １年内償還予定地方債 146,998,121

        工作物減価償却累計額 -5,100,042,491     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 173,879,069

        航空機 -     預り金 40,260

        航空機減価償却累計額 -     その他 26,811,576

        その他 160,869,456 負債合計 2,926,056,456

        その他減価償却累計額 -96,521,673 【純資産の部】

        建設仮勘定 12,980,000   固定資産等形成分 5,079,585,967

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,571,654,322

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,746,991,452

      物品減価償却累計額 -2,796,576,669

    無形固定資産 4,835,980

      ソフトウェア 3,520,000

      その他 1,315,980

    投資その他の資産 554,091,981

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 554,091,981

        減債基金 -

        その他 554,091,981

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 354,402,134

    現金預金 354,402,134

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 2,507,931,645

資産合計 5,433,988,101 負債及び純資産合計 5,433,988,101

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：上田地域広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 5,012,789,123

    業務費用 4,719,152,355

      人件費 2,267,071,789

        職員給与費 1,852,203,238

        賞与等引当金繰入額 173,879,069

        退職手当引当金繰入額 170,845,714

        その他 70,143,768

      物件費等 2,446,470,313

        物件費 1,768,679,698

        維持補修費 33,516,935

        減価償却費 644,273,680

        その他 -

      その他の業務費用 5,610,253

        支払利息 2,464,579

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 3,145,674

    移転費用 293,636,768

      補助金等 224,660,161

      社会保障給付 31,350,000

      他会計への繰出金 -

      その他 37,626,607

  経常収益 510,870,311

    使用料及び手数料 348,826,101

    その他 162,044,210

純経常行政コスト 4,501,918,812

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 4,501,918,812

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -



【様式第3号】

自治体名：上田地域広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 2,698,285,372 5,259,508,819 -2,561,223,447

  純行政コスト（△） -4,501,918,812 -4,501,918,812

  財源 4,311,564,000 4,311,564,000

    税収等 4,240,142,000 4,240,142,000

    国県等補助金 71,422,000 71,422,000

  本年度差額 -190,354,812 -190,354,812

  固定資産等の変動（内部変動） -179,923,937 179,923,937

    有形固定資産等の増加 622,289,595 -622,289,595

    有形固定資産等の減少 -804,118,112 644,273,680

    貸付金・基金等の増加 1,904,580 -1,904,580

    貸付金・基金等の減少 - 159,844,432

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,085 1,085

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -190,353,727 -179,922,852 -10,430,875

本年度末純資産残高 2,507,931,645 5,079,585,967 -2,571,654,322

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：上田地域広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,355,635,332

    業務費用支出 4,061,998,564

      人件費支出 2,254,191,678

      物件費等支出 1,802,196,633

      支払利息支出 2,464,579

      その他の支出 3,145,674

    移転費用支出 293,636,768

      補助金等支出 224,660,161

      社会保障給付支出 31,350,000

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 37,626,607

  業務収入 4,750,638,125

    税収等収入 4,240,142,000

    国県等補助金収入 194,000

    使用料及び手数料収入 348,826,101

    その他の収入 161,476,024

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 395,002,793

【投資活動収支】

  投資活動支出 624,194,175

    公共施設等整備費支出 622,289,595

    基金積立金支出 1,904,580

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 231,072,432

    国県等補助金収入 71,228,000

    基金取崩収入 159,844,432

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -393,121,743

【財務活動収支】

  財務活動支出 325,364,357

    地方債償還支出 298,552,781

    その他の支出 26,811,576

  財務活動収入 273,300,000

    地方債発行収入 273,300,000

前年度末歳計外現金残高 18,300

本年度歳計外現金増減額 21,960

本年度末歳計外現金残高 40,260

本年度末現金預金残高 354,402,134

    その他の収入 -

財務活動収支 -52,064,357

本年度資金収支額 -50,183,307

前年度末資金残高 404,545,181

本年度末資金残高 354,361,874



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
②無形固定資産・・・取得原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
該当事項なし

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（※）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ８年～50年
工作物 ６年～60年
物品 ３年～17年
その他 ５年

②無形固定資産（※）・・・定額法
（ソフトウェアについては、組合における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

     ※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係るリース資産を除く

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金

該当事項なし
②徴収不能引当金

該当事項なし
③退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。
④損失補償等引当金

該当事項なし
⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
ア．リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（組合資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額及び見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であると
きに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計
ふるさと基金特別会計
消防特別会計

②地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数を
もって会計年度末の係数としています。

(２)純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

注  記
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(３)資金収支計算書に係る事項
①業務・投資活動収支 △153,594,223円
②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
2,670,779,669円 2,405,274,522円
3,049,072,069円 2,960,215,342円
△404,545,181円 0円
△60,296,000円 △60,296,000円
5,255,010,557円 5,305,193,864円

地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、
歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（ふるさと基金特別会計、消防特別会計）分相違します。
歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。
会計間の取引の相殺を行っているため、相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資金収支計算書

業務活動収支 395,002,793 円
国県等補助金収入（投資活動） 71,228,000 円
減価償却費 △644,273,680 円
賞与等引当金繰入額（増減額） △10,767,292 円
退職手当引当金繰入額（増減額） △1,544,633 円

純資産変動計算書の本年度差額 △190,354,812 円

資金収支計算書

歳入歳出決算書
財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

繰越金に伴う差額
会計間の繰入れ・繰出しの相殺
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